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議案第１５号 

令和６年度碧南市一般会計予算 

令和６年度碧南市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３３，８６１，９２３千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

２，０００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予

算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用とする。 

令和６年２月１３日提出 

碧南市長      田 政 信 
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1 18,096,701

1 市民税 7,290,500

2 固定資産税 8,913,900

3 軽自動車税 229,601

4 市たばこ税 504,000

5 都市計画税 1,158,700

2 246,234

1 地方揮発油譲与税 49,000

2 自動車重量譲与税 143,000

3 特別とん譲与税 45,000

4 森林環境譲与税 9,234

3 5,000

1 利子割交付金 5,000

4 73,000

1 配当割交付金 73,000

5 54,000

1 株式等譲渡所得割交付金 54,000

6 216,000

1 法人事業税交付金 216,000

7 1,761,000

1 地方消費税交付金 1,761,000

8 56,000

1 環境性能割交付金 56,000

9 480,543

1 地方特例交付金 458,000

2
新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別
交付金

22,543

金　　　　　額

 千円

款

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項

市税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金
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10 35,000

1 地方交付税 35,000

11 12,000

1 交通安全対策特別交付金 12,000

12 89,481

1 負担金 89,481

13 341,597

1 使用料 280,318

2 手数料 61,279

14 3,658,629

1 国庫負担金 3,049,837

2 国庫補助金 590,140

3 国庫委託金 18,652

15 2,227,484

1 県負担金 1,180,849

2 県補助金 905,229

3 県委託金 138,988

4 県交付金 2,418

16 91,093

1 財産運用収入 65,056

2 財産売払収入 26,037

17 2,210,033

1 寄附金 2,210,033

18 1,325,323

1 基金繰入金 1,325,323

19 837,000

金　　　　　額

 千円

款 項

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金
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1 繰越金 837,000

20 1,026,305

1 延滞金、加算金及び過料 7,300

2 市預金利子 851

3 貸付金元利収入 210,002

4 雑入 808,152

21 1,019,500

1 市債 1,019,500

33,861,923

諸収入

市債

歳　　入　　合　　計

款 項 金　　　　　額

 千円
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1 279,587

1 議会費 279,587

2 5,119,919

1 総務管理費 4,454,838

2 徴税費 372,342

3 戸籍住民基本台帳費 171,693

4 選挙費 74,299

5 統計調査費 5,969

6 監査委員費 40,778

3 11,559,577

1 社会福祉費 5,940,184

2 児童福祉費 5,134,551

3 生活保護費 484,842

4 4,657,008

1 保健衛生費 1,280,467

2 清掃費 1,755,578

3 衛生諸費 1,620,963

5 82,286

1 労働諸費 82,286

6 584,542

1 農業費 310,092

2 水産業費 5,140

3 農地費 269,310

7 550,210

1 商工費 550,210

8 4,416,578

款

歳　　出

項 金　　　　　額

 千円

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費
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1 土木管理費 147,467

2 道路橋梁費 705,087

3 河川費 5,109

4 港湾費 45,934

5 都市計画費 3,205,052

6 住宅費 307,929

9 1,221,099

1 消防費 1,221,099

10 4,208,060

1 教育総務費 479,305

2 小学校費 692,072

3 中学校費 279,829

4 幼稚園費 321,076

5 社会教育費 1,174,466

6 保健体育費 1,261,312

11 20,000

1 公共施設災害復旧費 20,000

12 1,113,057

1 公債費 1,113,057

13 50,000

1 予備費 50,000

33,861,923

項 金　　　　　額

 千円

款

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

予備費

歳　　出　　合　　計
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第２表 債務負担行為 

事  項 期  間 限  度  額 

碧南市土地開発公社に対する

債務保証 

令和６年度から 

令和１１年度まで 

金融機関が公社より損失を受けた

場合、5,000,000 千円を限度として

市が債務保証を行う 

碧南市土地開発公社による公

共用地の先行取得に要する経

費 

令和６年度から 

令和１１年度まで 

令和６年度新規取得費 11,000 千円

並びにその利子及び事務費の範囲

内に相当する額 

碧南市土地開発公社による公

共用地の先行取得に要する経

費 

令和６年度から 

令和１１年度まで 

平成２５年度新規取得費 33,359 千

円並びにその利子及び事務費の範

囲内に相当する額 

議会報発行事業 
令和６年度から 

令和７年度まで 
2,366 千円 

広報へきなん作成事業 
令和６年度から 

令和７年度まで 
17,593 千円 

契約事務管理事業 

（印刷製本費） 

令和６年度から 

令和７年度まで 
1,392 千円 

全庁事務管理事業 

（バス借上げ委託料） 

令和６年度から 

令和７年度まで 
13,860 千円 

まちの安全対策推進事業 

（防犯パトロール事業委託料） 

令和６年度から 

令和７年度まで 
3,993 千円 

固定資産評価等事務事業 

（令和９基準年度土地評価替

支援業務委託料） 

令和６年度から 

令和１１年度まで 
48,043 千円 

市税収納事務事業 

（市税３税納税通知書印刷印

字封入封緘業務委託料） 

令和６年度から 

令和７年度まで 
5,556 千円 

高齢者タクシー料金助成事業 
令和６年度から 

令和７年度まで 
2,032 千円 
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環境等監視機器維持管理事業 

（大気汚染自動測定機点検委

託料） 

令和６年度から 

令和７年度まで 
2,083 千円 

環境等監視事業 

（河川海域等水質調査委託料） 

令和６年度から 

令和７年度まで 
1,392 千円 

小学校外国語活動・外国語科事

業 

令和６年度から 

令和９年度まで 
61,380 千円 

中学校英語科事業 
令和６年度から 

令和９年度まで 
30,690 千円 

中学校施設長寿命化事業 
令和６年度から 

令和７年度まで 
18,557 千円 

水族館費臨時事業 

（水族館２階展示エリア改修

委託料） 

令和６年度から 

令和７年度まで 
54,000 千円 

 

第３表 地方債 

起 債 の 目 的 限 度 額 
起債の方

法 
利   率 償 還 の 方 法 

県営排水施設保全対

策事業 

千円 

20,800 

 普通貸借 

 又  は 

 証券発行 

５．０パーセ

ント以内（た

だし、利率見

直 し 方 式 で

借 り 入 れ る

政 府 資 金 等

について、利

率 の 見 直 し

を 行 っ た 後

においては、

当 該 見 直 し

後の利率） 

政府資金については、

その融資条件により、

銀行その他の場合には 

その債権者と協定する

ものによる。ただし、

財政の都合により据置

期間及び償還期限を短

縮し、又は繰上償還若

しくは低利に借換えす

ることができる。 

県営川口揚水機場更

新事業 
38,200 

碧南用水上部整備事

業 
22,500 

矢作川堤防リフレッ

シュ事業 
65,400 

生活道路整備事業 28,900 

長田橋橋梁改修事業 192,600 

（都）碧南駅前線整

備事業 
162,800 
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北部工業地整備事業 91,800 

主要道路整備事業 51,700 

西荒居公園整備事業 18,200 

天神町水路整備事業 14,000 

鷲塚小学校トイレ改

修事業 
11,400 

西端中学校柔剣道場

外壁改修事業 
15,800 

棚尾公民館昇降機改

修事業 
27,600 

水族館外壁改修事業 31,500 

中央小学校トイレ改

修事業 
136,200 

新川小学校トイレ改

修事業 
90,100 

合  計 1,019,500 
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令  和  ６  年  度 
 
 
 

碧 南 市 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算 
 



 



 

 

議案第１６号 

令和６年度碧南市国民健康保険特別会計予算 

令和６年度碧南市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６，５０５，４２１千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時

借入金の借入れの最高額は、１００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた

場合における同一款内での経費の各項の間の流用とする。 

令和６年２月１３日提出 

碧南市長      田 政 信 
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1 1,547,914

1 一般被保険者国民健康保険税 1,547,908

2 退職被保険者等国民健康保険税 6

2 4,245,863

1 県補助金 4,245,863

3 1

1 財産運用収入 1

4 682,777

1 一般会計繰入金 682,777

5 20,000

1 繰越金 20,000

6 8,866

1 加算金、延滞金及び過料 6,002

2 市預金利子 33

3 雑入 2,831

6,505,421

金　　　　　額

 千円

款

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項

歳　　入　　合　　計

国民健康保険税

県支出金

財産収入

繰入金

繰越金

諸収入
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1 101,323

1 総務管理費 94,767

2 徴税費 6,237

3 運営協議会費 319

2 4,147,109

1 療養諸費 3,566,520

2 高額療養費 546,625

3 移送費 51

4 出産育児諸費 29,013

5 葬祭諸費 4,800

6 その他給付諸費 100

3 2,164,424

1 医療給付費分 1,493,390

2 後期高齢者支援金等分 489,766

3 介護納付金分 181,268

4 66,563

1 特定健康診査等事業費 49,845

2 保健事業費 16,718

5 1

1 基金積立金 1

6 1

1 公債費 1

7 6,000

1 償還金及び還付加算金 6,000

8 20,000

1 予備費 20,000

公債費

諸支出金

予備費

国民健康保険事業費納付金

保健事業費

基金積立金

款

歳　　出

項 金　　　　　額

 千円

総務費

保険給付費
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6,505,421

款

 千円

歳　　出　　合　　計

項 金　　　　　額
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令  和  ６  年  度 
 
 
 

碧 南 市 訪 問 看 護 事 業 特 別 会 計 予 算 
 



 



 

 

議案第１７号 

令和６年度碧南市訪問看護事業特別会計予算 

令和６年度碧南市の訪問看護事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２９，２５５千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。 

令和６年２月１３日提出 

碧南市長      田 政 信 
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1 40,339

1 訪問看護療養費 40,339

2 88,914

1 繰越金 88,914

3 2

1 市預金利子 1

2 雑入 1

129,255

金　　　　　額

 千円

款

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項

訪問看護療養費

繰越金

諸収入

歳　　入　　合　　計
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1 95,535

1 訪問看護事業費 95,535

2 33,720

1 予備費 33,720

129,255

款

歳　　出

項 金　　　　　額

 千円

訪問看護事業費

予備費

歳　　出　　合　　計
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令  和  ６  年  度 
 
 
 

碧 南 市 介 護 保 険 特 別 会 計 予 算 
 



 



 

 

議案第１８号 

令和６年度碧南市介護保険特別会計予算 

令和６年度碧南市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 各勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ次に定める額とする。 

(1) 保険事業勘定   ５，４８４，１１６千円 

(2) 介護サービス事業勘定  ８７，４３８千円 

２ 各勘定の歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 保険事業勘定 

ア 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内での

経費の各項の間の流用 

イ 地域支援事業費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内

での経費の各項の間の流用 

(2) 介護サービス事業勘定 

サービス事業費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内で

の経費の各項の間の流用 

令和６年２月１３日提出 

碧南市長      田 政 信 
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1 1,264,395

1 介護保険料 1,264,395

2 1,082,140

1 国庫負担金 909,230

2 国庫補助金 172,910

3 1,389,729

1 支払基金交付金 1,389,729

4 755,382

1 県負担金 717,292

2 県補助金 38,089

3 財政安定化基金支出金 1

5 517

1 財産運用収入 517

6 990,595

1 一般会計繰入金 925,125

2 基金繰入金 65,470

7 1,000

1 繰越金 1,000

8 358

1 市預金利子 61

2 雑入 195

3 延滞金、加算金及び過料 102

5,484,116

繰越金

諸収入

歳　　入　　合　　計

保険料

国庫支出金

支払基金交付金

県支出金

財産収入

繰入金

金　　　　　額

 千円

款

第１表　　歳入歳出予算（保険事業勘定）

歳　　入

項
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1 201,517

1 総務管理費 124,861

2 徴収費 5,717

3 介護認定審査会費 69,131

4 運営協議会費 790

5 趣旨普及費 1,018

2 5,004,688

1 介護サービス等諸費 4,798,176

2 高額介護サービス等諸費 102,878

3 高額医療合算介護サービス等諸費 15,000

4 特定入所者介護サービス等諸費 85,746

5 その他諸費 2,888

3 274,394

1 介護予防・生活支援サービス事業費 116,566

2 一般介護予防事業費 30,578

3 包括的支援事業 114,275

4 任意事業費 12,715

5 その他諸費 260

4 517

1 基金積立金 517

5 2,000

1 償還金及び還付加算金 2,000

6 1,000

1 予備費 1,000

5,484,116

款

歳　　出

項 金　　　　　額

 千円

総務費

保険給付費

地域支援事業費

基金積立金

諸支出金

予備費

歳　　出　　合　　計
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1 52,045

1 給付費収入 46,356

2 自己負担金収入 5,689

2 21,107

1 一般会計繰入金 21,107

3 14,284

1 繰越金 14,284

4 2

1 市預金利子 1

2 雑入 1

87,438

第１表　　歳入歳出予算（介護サービス事業勘定）

 千円

款

歳　　入

項

サービス収入

金　　　　　額

繰入金

繰越金

諸収入

歳　　入　　合　　計
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1 84,852

1 総務管理費 84,852

2 586

1 居宅介護サービス事業費 512

2 居宅介護支援事業費 74

3 2,000

1 予備費 2,000

87,438

款

歳　　出

項 金　　　　　額

 千円

総務費

サービス事業費

予備費

歳　　出　　合　　計
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第２表 債務負担行為（保険事業勘定） 

事  項 期  間 限  度  額 

地域包括支援センター運営委

託事業 

令和６年度から 

令和７年度まで 
33,000 千円 
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令  和  ６  年  度 
 
 
 

碧 南 市 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 特 別 会 計 予 算 
 



 



 

 

議案第１９号 

令和６年度碧南市後期高齢者医療保険特別会計予算 

令和６年度碧南市の後期高齢者医療保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，２２１，８６０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。 

令和６年２月１３日提出 

碧南市長      田 政 信 
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1 1,050,696

1 後期高齢者医療保険料 1,050,696

2 167,007

1 一般会計繰入金 167,007

3 2,235

1 繰越金 2,235

4 1,922

1 延滞金、加算金及び過料 2

2 償還金及び還付加算金 1,918

3 市預金利子 1

4 雑入 1

1,221,860

金　　　　　額

 千円

款

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項

後期高齢者医療保険料

繰入金

繰越金

諸収入

歳　　入　　合　　計
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1 3,118

1 徴収費 3,118

2 1,216,823

1 後期高齢者医療広域連合納付金 1,216,823

3 1,919

1 償還金及び還付加算金 1,919

1,221,860

款

歳　　出

項 金　　　　　額

 千円

総務費

後期高齢者医療広域連合納付金

諸支出費

歳　　出　　合　　計
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令  和  ６  年  度 
 
 
 

碧 南 市 水 道 事 業 会 計 予 算 
 



 



  

 

議案第２０号 

令和６年度碧南市水道事業会計予算 

（総則） 

第１条 令和６年度碧南市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 給水戸数                ２８，４１５戸 

(2) 年間総配水量           ８，６００，０００立方メートル 

(3) 一日平均配水量             ２３，５６２立方メートル 

(4) 主要な建設改良事業 

配水施設工事            ６３１，２６０千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収         入 

第１款 水道事業収益         １，５８７，３７１千円 

第１項 営業収益          １，３１１，７９６千円 

第２項 営業外収益           ２７５，５６５千円 

第３項 特別利益                 １０千円 

支         出 

第１款 水道事業費用          １，５４６，９２６千円 

第１項 営業費用           １，５１５，７１１千円 

第２項 営業外費用            １８，４３０千円 

第３項 特別損失              ２，７８５千円 

第４項 予備費              １０，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対して不足する額４５９，９４８千円は、減債積立金３，０００千円、当年度分

消費税資本的収支調整額４３，１７８千円及び過年度分損益勘定留保資金４１３，７７

０千円で補てんするものとする。）。 
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収         入 

第１款 資本的収入            ２９３，４７３千円 

第１項 固定資産売却代金             ６７千円 

第２項 負担金             ２１９，３８３千円 

第３項 出資金               ４，０２３千円 

第４項 他会計貸付金返還金        ７０，０００千円 

支         出 

第１款 資本的支出            ７５３，４２１千円 

第１項 建設改良費           ７４９，３９７千円 

第２項 企業債償還金            ４，０２４千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事項 期間 限度額 

配水場運転監視等委託に

要する経費 

令和６年度から 

令和９年度まで 
１６５，５７８千円 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、予定支出の各項の

経費及び各項間の経費とする。 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 職員給与費１４１，７６７千円については、その経費の金額を、それ以外の経費

の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決

を経なければならない。 

（たな卸資産購入限度額） 

第８条 たな卸資産の購入限度額は、１７，２２１千円と定める。 

令和６年２月１３日提出 

碧南市長      田 政 信 
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令  和  ６  年  度 
 
 
 

碧 南 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 
 



 



  

 

議案第２１号 

令和６年度碧南市下水道事業会計予算 

（総則） 

第１条 令和６年度碧南市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 接続戸数                 ２３，３５９戸 

(2) 年間総処理水量           ５，７２２，０００立方メートル 

(3) 一日平均処理水量             １５，６７６立方メートル 

(4) 主要な建設改良事業 

汚水施設建設費          １，５５７，２６５千円 

雨水施設建設費            ５９７，２７３千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収         入 

第１款 下水道事業収益         ２，７１１，７０４千円 

第１項 営業収益           １，３５９，２１３千円 

第２項 営業外収益          １，３５２，４９０千円 

第３項 特別利益                   １千円 

支         出 

第１款 下水道事業費用          ２，６９７，７２８千円 

第１項 営業費用            ２，５３９，０７５千円 

第２項 営業外費用            １５６，６５３千円 

第３項 特別損失               １，０００千円 

第４項 予備費                １，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対して不足する額１，３７１，４６７千円は、当年度分消費税資本的収支調整額

１１５，２６０千円、過年度分損益勘定留保資金３１４，５４６千円及び当年度分損益

勘定留保資金９４１，６６１千円で補てんするものとする。）。 
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収         入 

第１款 資本的収入           １，９７８，０７５千円 

第１項 企業債            １，１５１，８００千円 

第２項 出資金              １２７，９５８千円 

第３項 負担金              １８２，４６７千円 

第４項 補助金              ５１５，８５０千円 

支         出 

第１款 資本的支出           ３，３４９，５４２千円 

第１項 建設改良費          ２，１５４，５３８千円 

第２項 流域下水道建設負担金        ７１，６４６千円 

第４項 企業債償還金         １，０５３，３５８千円 

第５項 他会計借入金償還金         ７０，０００千円 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限  度  額 起債の方法 利  率 償 還 の 方 法 

公共下水道 

事業 
１，０８０，２００千円 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

５．０パー 

セント以内 

（ただし、利

率見直し方式

で借り入れる

政府資金等に

ついて、利率

の見直しを行

った後におい

ては、当該見 

直 し 後 の 利

率） 

政府資金について

は、その融資条件

により、銀行その

他の場合にはその

債権者と協定する

ものによる。ただ

し、企業財政の都

合により据置期間

及び償還期限を短

縮し、又は繰上償

還若しくは低利に

借換えすることが

できる。 

流域下水道 

事業 
７１，６００千円 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、予定支出の各項の 

経費及び各項間の経費とする。 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 職員給与費１４７，０４６千円については、その経費の金額を、それ以外の経費

の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決

を経なければならない。 

令和６年２月１３日提出 

碧南市長      田 政 信 
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令  和  ６  年  度 
 
 
 

碧 南 市 病 院 事 業 会 計 予 算 
 



 



 

議案第２２号 

令和６年度碧南市病院事業会計予算 

（総則） 

第１条 令和６年度碧南市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 病床数                      ２５５床 

(2) 年間患者数 

入院                   ７８，１１０人 

外来                  １４０，４６５人 

(3) 一日平均患者数 

入院                      ２１４人 

外来                      ５６７人 

(4) 建設改良事業 

救外棟等空調更新工事          ５３，９５５千円 

生理検査システム更新委託        ３１，３５０千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

            収           入 

第１款 病院事業収益          ７，５４４，０５１千円 

第１項 医業収益           ６，５５６，３２７千円 

第２項 医業外収益            ９８７，７２２千円 

第３項 特別利益                   ２千円 

            支           出 

第１款 病院事業費用          ８，５４２，１６４千円 

第１項 医業費用           ８，４４０，７５１千円 

第２項 医業外費用             ７７，７１１千円 

第３項 特別損失               ３，７０２千円 

第４項 予備費               ２０，０００千円 

（資本的収入及び支出） 
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第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

            収           入 

第１款 資本的収入             ７９８，１８４千円 

第１項 出資金              ２１１，０７９千円 

第２項 補助金              ３０８，００２千円 

第３項 企業債              ２７９，１００千円 

第４項 財産収入                   １千円 

第５項 寄附金                    １千円 

第６項 固定資産売却代金               １千円 

            支           出 

第１款 資本的支出             ７４４，５２７千円 

第１項 建設改良費            ３５０，７２７千円 

第２項 企業債償還金           ３６４，０４０千円 

第３項 投資                ２９，７６０千円 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事項 期間 限度額 

病院システム等保守業務の 

委託に要する経費 

令和６年度から 

令和７年度まで 
４５，０００千円 

病院内情報システム保守管理

支援業務の委託に要する経費 

令和６年度から 

令和７年度まで 
３０，０００千円 

病院情報システム更新業務の

委託に要する経費 

令和６年度から 

令和７年度まで 
１，５５６，０００千円 

夜間看護補助者派遣業務委託

に要する経費 

令和６年度から 

令和７年度まで 
１３，０００千円 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限  度  額 起債の方法 利 率 償還の方法 

病院設備更新事

業 
８８，４００千円 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

５．０パー

セント以内

（ただし、

利率見直し

方式で借り 

政府資金につい

ては、その融資

条件により、銀

行その他の場合

にはその債権者 
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医療機器等整備

事業 
１１２，６００千円 

入れる政府

資金等につ

いて、利率

の見直しを

行った後に 

おいては、

当該見直し

後の利率） 

と協定するもの

による。た だ

し、企業財政の

都合により据置

期間及び償還期 

限を短縮し、又

は繰上償還若し

くは低利に借換

えすることがで

きる。 

システム等更新

事業 
７８，１００千円 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、２，０００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。 

(1) 収益的支出 

第１項 医業費用 

第２項 医業外費用 

第３項 特別損失 

(2) 資本的支出 

第１項 建設改良費 

第２項 企業債償還金 

第３項 投資 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費) 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。 

(1) 給与費                ４，５７９，２９５千円 

(2) 交際費                      ２００千円 

（他会計からの補助金） 

第１０条 病院事業の健全な財政運営に資するため一般会計からこの会計へ補助を受ける

金額は、３０８，０００千円である。 

（たな卸資産購入限度額） 
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第１１条 たな卸資産の購入限度額は、１，３７３，０５７千円と定める。 

 （重要な資産の取得） 

第１２条 重要な資産の取得は、次のとおりとする。 

種  類 名      称 数  量 

機 器 備 品 ホルミウムヤグレーザー 一  式 

令和６年２月１３日提出 

                      碧南市長      田 政 信 
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